
・職場体験者34名中、学生（高校生）が30  
名、学生以外の一般の方が4名である。  
・学生（高校生）は、最終学年の方には福祉  
人材センター及び求職登録の案内をし、それ  

童）の施設・事業所   ターの情報提供を行う。   

り、オリエンテーション・職場体験   
職場への適性を試したいとの動機で体験され  
たが、求職登録はしなかった。事前に体験す  
ることで、その方の職業選択（ミスマッチ防  
止）に役立つことはできた。   

実施施設種別  
高齢者関係：特別擁護老人ホーム、老人デイ  
サービスセンター、擁護老人ホーム、ケアハ  
ウス、介護老人保健施設、グループホーム  
障がい者関係：身体障害者授産施設、身体  
障害者更生施設、身体障害者療護施設、身  
体障害者デイサービスセンター、知的障害者  
授産施設、知的障害者更生施設、知的障害  

31  鳥取県          者援護施設、小規模作業所、地域活動支援  
センター  
児童関係：保育所、障害児デイサービスセン  
ター、知的障害児施設、児童擁護施設  
その他：救護施設  

研修日数3日間  
体験内容受入施設・事業所における戦場体  
験  

○対象者：福祉の仕事に関心があり、求人事  ・求職者と求人事業所のマッチングに重点を  
業所へ応募する意志のある方（求職登録者）  ・隈場体験者中11名が福祉現場へ就労（うち9   置き、参加対象を求職登録者、対象施設を人  
○体験日数：ご希望の1～10日間   材センターに求人を出している事業所に限定  
○体験施設：島根県福祉人材センターに求人  した。  32  島根県           一応募検討中の求職者へ職場体験に参加す  
設  ○状態ニー般8名、学生3名・大学生が夏  
休み等を利用し、職場体験後に採用試験に     ○体験内容：体験する分野・施設によって、   。 ・求人事業所へ戦場体験事業を案内し、採用  
実習時間・体験内容は異なる。  挑戦し採用された。   
（施設に一任）  

の際に事業を活用するよう促した。  

・就労移行支援事業所、就労継続支援B型事  
業所（2法人、2事業所）  

33  岡山県    ・3日  参加者2名が当該事業所で就労      ・オリエンテーション（障害者の特性、接し方  
等）、利用者とともに作業、コミュニケーシヨ  
ン、反省会   

一体験希望者と受入施設との調整をする際  

職場体験の施設、内容、日数などは、本人の  
に、就職意欲の高い者には出来るだけ求人  
登録をしてる施設において体験ができるよう  

意思を尊重し、受入施設と調整し決めている  

35  山口県    ため不特定である。（平均4日程度の体験）主 として、介護老人保険施設が多い。介護現場  
への就職を前提として介護現場での体験を  体験可能な人物か判断し、受入施設内での  

中心として実施。   
体験が円滑にすすむように努めている。（職  
場体験希望者の中には、意欲の薄い者やコ  
ミュニケーションが苦手な青もいるため）   

・実施施設種別：特養、デイ、老優、児童擁  
護、知的障害者更生、障害者支援、障害者  フェア参加高校生が職場体験を行い、4月1  パンフレット等HPに掲載、機会をとらえて広  

36  徳島県           授産、身障療護、養護、知的障害児通園他  報している。   
・研修日数：高校・大学生3日以内、一般5－   

種別：特別養護老人ホ→ム・養護老人ホー  
ム・ケアハウス・介護老人保健施設   検証中だが、参加者に職場の様子を知っても  

37  香川県           研修日数：2日～5日  らう効果があった   
休験内容：食事介護等  
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施設種別研修日数体験内容（参考例）  
身体障害者施設3日オリエンテーション、  
情報の収集、環境整備、水分補給、排泄援  

ふりかえり、求人説明  
デイサービスグループホーム  

障害者、児童）、介護保険施設  
・研修日数‥・1日、3日、5日、最大10日ま  

福岡県   
・体験内容t■・介助補助、レクリエーションな  
ど  

・複数事業所連携事業においてユニットを形  
成した事業所に受入を打診し、受入可能な事  
業所に職場体験を依頼する。  

長崎県     ・職場体験者の募集については、ハローワー  
クに「職場体験者募集のお知らせ」を置いて  
もらう。又、該当地域において地元新聞に折  
リ込みを依頼する方法を考えている。  

・職場体験募集は、福祉人材センター及び就  就職した12人のうち8人が職場体験をした事  職場体験参加希望者に、職場体験受入事業  
職フェア等でのチラシの配布、ホームページ  某所に就王良。さらに、2月以降の就職も現時  所への事前の職場見学を義務付けている。  
及び情報誌への掲載等で周知   点で2名内定している。   ・事業所は、事前に休験希望者と会うことに  
・体験日数→のべ465日／142人（平均3．27  ′′1月末までに就敬した12人全員が、福祉の  より、戦場体験の受入れの可否を判断し、そ  

熊本県                              日）   
職務経験なし。   の上で、その人に合った実施計画の作成が  

・体験参加者年齢→10代～70代   職場体験で福祉の現場を経験し、福祉の職  可能となっている。  
・体験受入申込事業所種別分野→高齢分野  場への就職活動を行った。 ・′‘参加希望者は、事業所の施設見学や、担  
（19事業所）、障がい分野（8事業所）、児童分  就鞍先施設種別は、高齢者分野11人、障が  当者との面談を行うことで安心して  
野（4事業所）   い分野1人。   休験に取り組めるようになっている。   

・参加者募集のパンフレットを配布依頼先に  
【実施施設種別】特養老人ホーム、グループ  職場体験者116名中、9名が就労に結びつ   持参するとともに事業内容の説明を行うこと  
ホーム、介護老人保健施設、デイサービスセ  いた。  で、効果的な広報となるように努めた。また県  
のHPにも掲載し参加者を募った。        ンター、知的陣がい者施設、身体障がい者施  【就職した方の戦場体験参加時の職業】学  

大分県                      設 等   生、主婦、無職   
【研 修 日 数】1日～3日   

・第2回の募集パンフレットは、第1回の体験  
【就職先の施設種別】老人丁イサーヒスセン  者（就職に繋がった方等）のコメントを挿入す  

るなどパンフレットの構成を改善した。   【体験 内 容】各施設における業務全般、  ター、特養老人ホーム、身体障がい者療護施  
職員との意見交換 等   設、知的障がい者授産施設   ・受入事業所、応募者との連絡を密にした。   

宮崎県  今のところ就取者は見られていない。   
ホームページでの広報及び関係棲関に積極  
的に周知を囲った。   

85人の体験者の延べ日数は448日  
・キャリア支援専門員がマッチング支援を行う  

鹿児島県   受入登録事業所32の種別は①高齢者施  
過程で、求職者、求人施設・事業所に  

設22②障害者施設5③児童施設5  
働きかけ実施した。（職場体験を通じての採  
用実績の詳細は調査中）   

実施施設種別：老人（特別養護老人ホーム）・  

障害者（知的障害者更生施設）・保育（保育  

園）の3種別の施設を地区別で指定した。（3  
種別×6地区＝18カ所）  
研修日程：1回の戦場体験は連続した2日間、  ンフエ、 側から実施困難との意見が相次ぎ、事業中  新型イルンザの蔓延に伴い受入施設   

沖縄県          止とした。また、再開については、新型インフ ルエンザの終息やワクチンの充足が確認さ  
と保育施設を体験する場合）  れた上で判断することとした。   ロや求人情報誌、新聞広告・折込チラシ等を  
体験内容等：見学・研修1日、職場体験1日の  活用した。   

各6時間2日間とし、「見る・学ぶ・体験する」を  
中心としたカリキュラムを基本に各受入施設  
の実施する体験内容とする。  
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（5）福祉・介護人材マッチング支援事業 事業成果、改善点・工夫した点  

・相談取扱件数：求職者92名、求人事業所28件（H21．12末現在）   

・「福祉の仕事フェア」では未就労者の面談会の他講演会を開催予定、現職  
4  宮城県  青も参加対象とし福祉の仕事のやりがいを再確認していただき、福祉職の  

定着促進を目指す。   

○巡回訪問11月：訪問延べ6ケ所来所者49名（男23・女26）  
12月：訪問延べ9ケ所来所者104名（男39・女65）  
1月：坊間延べ12ケ所来所者120名（男44・女76）  

6  山形県     ○就職面談会利用者数   ハローワーク山形・山形労働局・介護労働安定センター・市町村社協  
講演会参加541名面接会参加459名相談コー  

ナ一利   
Rヨnl＝ノー   

る。   

○相談会（ハローワーク等）等実績  
・出張相談会：24回・相談者数：126名   リヽローワークにおける相談会は事前にハローワークとの調整により相談  

7  福島県         ○他機関主催就職ガイダンスへの参加  時間を1人おおむね30分間として、相談者の時間的便宜を図った   
・新聞社・中小企業団体等6回、100名相談対応。  

事業内容が従来の県人材センターの事業と重複する部分があり．また．労  
8  茨城県  伽サイドでもハローワークに福祉人材コーナーを設けるなど，新規事業とし  

ての明確化を図るのに苦慮している。   

q  埼玉県  3名の就職に結びついた。  

12  千葉県  
利用者のアクセス等利便性の向上のため、より市街地に事業所を開設し、  
相談しやすい環境を整えるとともに実績向上を図る。   

東京労働局及び東京都福祉人材センターの間で、出張相談に関す  
13  東京都  本格実施は、来年度のため、実績はなし。  る覚書を締結して東京労働局に事業の協力依頼を行い、ハロー  

ワークヘの周知を図る。   

求人事業所が求める求職者像（有資格者希望等）を具体的に把握  
14  神奈川県   することができた。   う、横浜市社会福祉協議会にキャリア支援専門員を派遣し、事業連  

携を図りながら取り組むこととした。   

出張相談回数 27回，相談件数  134件．施設訪問   44  出張相言炎の時間帯を午前から求接着の多い午後に変更した。出弓長  
17  石川県              か所   相言炎の際、効率的に近辺の施設を訪問し求人開拓を行っている。   

H22年1月5日ふるさと企業魅力発見フェア（相談者44人）  
18  福井県   H22年2月11日ふくい福祉就織フェア  

H22年2月13日嶺南福祉就碗フェア  

19  山梨県  
求人、求職を地域性でとらえ、きめ細かな要望等に対応できるよう、  
ハローワーク管内ごと就職セミナー、相談会を実施。   

1月末時点の成果  
○相談会実施回数：110回  

ハローワーク以外の場所でも実施するよう調整中。1月より相談件数  

21  岐阜県    ○相談件数：318件  
が少ないハローワークの相談回数を見直し、試行的にシティハロー  

○事業所等訪問件数：42ケ所  
ワーク各務風こて月2【司の相談を開始   

ハローワークでの出張相談11日  
施設・事業所訪問25日  

22  静岡県    就職フェアでの相談3日  

高等学校の訪問等4日  

①刈谷市でのセミナー参加者：67人  
23  愛知県   ②刈谷市での就職説明会入場者：188人⇒求職登録者33人  

③研修会参加者（1月14日：68人、1月25日：83人）  

ハローワークにおける相談件数58件、福祉施設事業所訪問48  

県労働担当部局との連携により、福祉分野以外の職場説明会等に  
25  滋賀県  具休的な数値については、不明  出張相談を行うととも福祉重点ハローワークの連携体制構築のた  

め、訪問等を行った。   

○他団体との共催セミナー及び就職面接会：5回、953人参加   ○キャリア支援専門員を配置することによって、各基金事業に求職  
○出張相談の回数：19回、39了人相談   側・求人側を誘導できるようになり、効率的にマッチングが行われる  

27  大阪府              ○無資格・未経験者向けセミナーの実施：5回、130人参加   ようになった。○効率的・効果的にマッチングを行うために各種助  
○大学、ヘルパー研修事業者等就職ガイダンス訪問：25箇所、353  成金・制度等について研修を実施し、広く見識を深めてもらうよう努  
人相談 ○事業者訪問ヒアリング：40箇所   めた。   
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は、より適確な人材を紹介できる。（地域密着型のマッチング促  

・県内広く実施できるよう、キャリア支援専門員1名を紀南福祉人材  
辺市社会福祉協議会）に派遣し、事業実施している。  

・福祉の就職フェア1回（来場者171名、内定者19名）  
、個々の求職者が事業所の状況を把握することは  

・職員定着支援に係る事業所訪問10事業所   が効率的に就職活動を行えるよう、貸切／くスで1日  
を訪問し、見学、就職相談を行う訪問就職相談会を  

○出張相談会（実施済）15回（県内12回・県外3回）参加者172名  
（一般125名・学生47名）  

○求人の開拓を目的とした法人・事業所訪問については、ただ単に  
○求職者の希望に添った求人情報の提供（10月～1月：延べ3．676人 へ提供）  

の定着・育成に向けた取り組み状況、職員構成、利用者の状況、法  32  島根県      ○求人開拓（事業所訪問等）により、新たな求人登録を確保できた。 ○求人開拓（事業所訪問）を実施した結果 
、隠員の定着状況、研修 の実施状況 

、職員の年齢等構成など、事業所の詳細な情報を把握  
できたことにより、求職者へ詳細な情報を提供することができた。  

経営者等を対象としたセミナーについては、就業して間もない従事  

33  岡山県  ハローワーク等への出張相談は、次年度の本格実施に向けての準 備期間としており、また事業そのものも開始したばかりなので未実施 の事業もあり、具体的な成果はない。   者の離職防止、今後の人材確保支援等の共通課題の観点から、福 祉・介護人材定着支援事業におけるフォローアップ会議と同日開催 を予定している 
。   

34  広島県  
定期的な出弓長相談の実施について，公共職業安定所から「スペー  
スがない」等受入れに難色が示されるなど，調整が難航している。   

て、求人開拓を実施している。※施設・事業所に対し、「福祉のお仕  ・職安の求人が、当センターに上がっていない施設・事業所に訪問し   

事」のインターネットに求人登録及びミニフェアにおける求人面接会 への参加協力  
＜1月31日現在＞   

2求職者かどうか分からず、待たせることがあるため、整理券を置  

35  山口県  
いてい  

・「福祉人材相談コーナー」の相談件数延べ272件  る。  
・就職数18名・キャリア支援専門員の配置により、無料職業紹介所  

の存在感がアップするなど、施設・事業所や求職者から好評を得て いる 
。また、当センター職員の意識向上にも、つながっている。  

・職業紹介事業が手薄であった香川県西部地区において「福祉の  
しごとサポートフェア」を2月に開催予定。地区内施設の求人情報を  

37  香川県  ・出弓長相談した施設数 48施設  重点的に集めている。  
・求職者に対しての求取情報を電話連絡に変え、情報伝達の迅速化  
を囲った。（従来は郵便）   

ハローワーク、または担当する随員に意識差、温度差があり、県内  
ハローワークにおいて、これまで12匡lのセミナーを開催し、134名   に一律のサービスが提供ができない。  

39  高知県         の求職者が参加して、ハローワークの実施する介護訓練等につなげ  この点においては、本事業への取組みだけでなく、就職支援への取  
るケースも多くある。   組み差も危惧されるところであり、行政サービスとして如何なもの  

か。   

・鳥栖市公共職業安定所相談時間10時～16時実施日12月21  
日相談者1名→後日求職登録者1名、1月25日相談者5名、後日求  
職登録者2名連携を図る中で、鳥栖市公共職業安定所より、12月1  
7日実施の介護職合同就職面接会「介護就職デイ」へブース設置の  
依頼があり、2名休制で相談（相談時間13時単一15時半）を受け、  
相談者12名、後日求職登録者5名  

県内一円、社会福祉施設から介護保険事業所等、くまなく巡回を  
・唐津市公共職業安定所相談時間9時～16時実施日1月12日 相談者5名 

、相談のみ、求職登録には至らない。  
41  佐賀県          ・伊万里市公共職業安定所相談時間10時－16時実施日1月 5日相談者なし 

。統括職業指導官との情報交換のみ  
・武雄市公共職業安定所相談時間10時－15時実施日1月28  

日相談者1名、相談のみ、求職登録には至らない。  
・鹿島市公共職業安定所相談時間10時～15時実施日1月26  
日相談者なし。統括職業指導官との情報交換のみ、出弓長相談で、1  
月末現在24名の相談を受け、後日求職登録いただいた方が、8名  
となっている。  

センターりくンク事業、マッチング支援事業の説明や、今まで利用が  

42  長崎県  ・施設訪問65か所・求人9件の提出・法人事務所1か所・求職登録 者情報の活用2施設・市社協1か所訪問   少なかった求職登録者情報の活用について、施設訪問時に周知し た 
。   

1．「あそ・福祉のお仕事就職面接会」10事業所（求人24名）、参加者  1．就職フェア（面接会）については、熊本県、熊本労働局、実施地  
49名、就職者数6名。   ハローワーク、熊本県看護協会、実施地市町村及び地社会福祉協  

43  熊本県              2．「天草・福祉のお仕事就職面接」11事業所（求人55名）、参加者数  議会に協力（共催）を得ることで、面接会の周知を行うことができ、予    107名、就職者1名（報告提出期限締切日が2月5日のため）  想以上の多数の参加者を得ることができた。  
3．「ハローワーク出張相談8回で、相談人数9名（1月から実施のた  2．出弓長相談については、各地のハローワークとの協力体制を構築  
め、周知を行っている状況です）   し、求職者の利便性を図るため、ハローワーク内で実施している。   
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3名）一就職者0名、2月－5か所   3月に実施するが、その状  、況を勘案しながら次年度の取り組みを検  
○事業所訪問101事業所（1月末まで：高齢者65、障害児者2  
つ但蕃言EE．；乙．′n仙n＼   

りヽローワークでの出張相談については、相談の実施が認知される  
につれ、相談者が増加しつつある。   

46  鹿児島県     ・エリア内にあるハローワ  一クとは、共催のほか、相談コーナーでの    ・エリアごとのミニ就職面談会の実施により、身近な職場での就職へ  
の期待が高まっている。（採用実績については現在調査中）   

1．支援の対象を「事業所  
の整理を行った。  
2．事業策定にあたり、指  

47  沖縄県  きた。  
3．アドバイザーを幅広く設  

したことで、実施事業への  
できたn   



（6）キャリア形成訪問指導事業 事業成果、改善点・工夫した点  

で事業所訪問する際に併せて研修ニーズの把握を行い、研  

一事業所等の参考となるよう、各養成校において対応可能な研修プ  
ログラムを作成し、県ホームページに掲載  

阜県  （プログラム以外の内容についても適宜対応）  

・県内に介護サービス事業所を有する全事業者に対し、各養成校に  
おける研修プログラムを添付した事業の案内通知を送付   

・この事業を実施したことにより、介護福祉士等養成施設の教員（専  特に事業所から実施してほしい研修内容を聞き取り調査してプログ  
知県       門島）と事業所の担当者が現在の戦場でかかえている問題に協同し  ラム作成をするため、事業所サイドから本当に必要な研修を実施す  
て取り組むことができた。   ることができると好評である。   

重県  未定   ・事業経費の補助であり、養成校側のメリットが少ない   

根県  載員の資質と意欲の向上（成果指標となる数値等は特になし）  

・事業を実施する養成校の教員が授業等で余裕がなく（研修プログ  

口県  
ラム等をたてられるのは主として専任教員となる）研修可能故に限り  
があるので、効率的に実施できるようなエ夫が必要と考えている。他  
県でよい事例があれば参考とさせていただきたい。   

川県  実際の研修実施が1月末からのため不明   
予め登録されナ霊業師を選択するコースと施設が企画提案するコース  
を用意した   

知県  事業所の要望に応じ、外部講師を含めた研修実施を予定している。   

・”日々のレクリエーション活動の活性化や資料調査等職員の意識 向上が見られる 
岡県   。   

（施設からの報告）”   
た。   

研修終了後のアンケートで「成年後見制度」について理解が深まっ  ・委託内容に、受講者へのアンケート調査を盛り込み、今後の研修  
崎県       たと言う意見あり。   実施の参考に反映できるようにした。   

（研修受講者からの意見）  
・介護行為の意味を、介護従事者が自ら考える・意識することが大切 で 
、今回の研修で自己の支援方法等の振り返りができ、気付きが深 まった 

本県     。 ・系統的な研修の機会が初めて与えられ、もっと学ぷ必要があると の認識が得られた 
。  

・介護従事者は利用者にとって環境周子であることを、介護従事者  研修をエ美している。   
が認識することの重要性に気付いた。   

・訪問事業所の定例会とタイアップし、参加しやすいように配慮し  

崎県  ・研修後、学校に質問を持ってくるなど、学習意欲の向上が見られ た。   た。 ・受講者の理解度を講師間で検討し、少数の事例で詳しく学習でき るような講義方法にした 
。  

・施設の意向に配慮し、全職員が各1回受講できるよう設定した。   
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（参考資料5）  

都道府県における福祉人材センターリベンク担当課一覧（平成21年度）  

部局   電言舌   FAX   

北海道  保健福祉部福祉局福祉援護課   011－23ト4111（内25－617）   011－232－4070   

青森県  健康福祉部健康福祉政策課   OHト734－9281（直通）   017－734－8085   

岩手県  保健福祉企画室企画担当   019－629－5412   019－629－5419   

宮城県  保健福祉部社会福祉課   022－2‖ト2519   022－211－2594   

秋田県  健康福祉部福祉政策課   018－860－1316   018－860－3841   

山形県  健康福祉部健康福祉企画課   023－630－2256   023－630－2256   

福島県  保健福祉部福祉監査課   024－521－7324   024－521－7917   

茨城県  保健福祉部福祉指導課   029－30ト3157（直通）   029－30ト3179   

栃木県  保健福祉部保健福祉課   028－623－3087   028－623－3131   

群馬県  健康福祉部健康福祉課   027－226－2518   027－221－1121   

埼玉県  福祉部社会福祉課   048（830）3221   048（830）4782   

千葉県  健康福祉部健康福祉指導課   043－223－2606   043－222－6294   

東京都  福祉保健局生活福祉部地域福祉推進課   03－532 03－5388－1403   

神奈川県  神奈川県地域保健福祉課   045－210－4755   045－210－4755   

新潟県  福祉保健部福祉保健課   
025－285－5511（内線2628）  

直通：025－280－5178   
025－283－3466   

富山県  厚生部厚生企画課   076－444－3197（直通）   076－444－3491   

石川県  健康福祉部厚生政策課   076－225－1414   076－225－1409   

福井県  健康福祉部地域福祉課   0776－20－0326   0776－20－0637   

山梨県  福祉保健部福祉保健総務課   055－223－1443   055－223－1447   

長野県  社会部地域福祉課   026－235－7114   026－235－7485   

岐阜県  健康福祉部地域福祉国保課   
058－272－1111（内線2522）  

058－272－8261（直通）   
058－278－2651   

静岡県  厚生部福祉こども局地域福祉室   054－221－3525   054－22卜3279   

愛知県  健康福祉部地域福祉課   052－954－6262（直通）   052－954－6945   

三重県  健康福祉部社会福祉圭   059－224－2256   059－224－3085   

滋賀県  健康福祉部健康福祉政策課   077－528－3512   077－528－4850   

京都府  健康福祉部 介護・福祉事業課   075－414－4559   075－414－4572   

大阪府  健康福祉部地域福祉推進室地域福祉課   06－694ト0351（内線4506）   06－6944－6681   

兵庫県  健康福祉部社会福祉局福祉法人課   078－362－4086（直通）   078－362－4086（直通）   

奈良県  福祉部福祉政策課   
0742－22－1101（内線2817）  

0742－27」8503（直通）   
0742－22－5709   

和歌山県  和歌山県福祉保健部福祉保健総務課   073－44ト2472（直通）   073－425－6560   

鳥取県  福祉保健部福祉保健課   0857－26－7158   0857－26－8116   

島根県  健康福祉部地域福祉課   0852－22－6822   0852－22－5448   

岡山県  保健福祉部施設指導課   086－226－7321（直通）   086－224－2313   

広島県  健康福祉局社会福祉部地域福祉課   082－513－3144（直通）   082－223－3572   

山口県  健康福祉部厚政課   083－933－2724   083－933－2739   

徳島県  保健福祉政策課地域福祉支援圭   088－62ト2171   088－621－2839   

香川県  香川県健康福祉部健康福祉総務課   087－832－3259   087－806－0209   

愛媛県  保健福祉部管理局保健福祉課   089－912－2386   089－921－8004   

高知県  健康福祉部保健福祉課   088－823－9625   088－823－9207   

福岡県  福祉労働部福祉総務課   092－643－3243   092－643－3245   

佐賀県  健康福祉本部地域福祉課   0952－25－7053   0952－25－7264   

長崎県  福祉保健部福祉保健課   095（895）2416   095－895－2570   

熊本県  健康福祉政策課福祉のまちづくり重   
096－383－1111（内線7027）  

096－333－2201（直通）   
096－387－5992   

大分県  福祉保健部地域福祉推進室   097－506－2622   097－506－1732   

宮崎県  福祉保健課   0985－26→7075   0985－26－7326   

鹿児島県  保健福祉部社会福祉課   099－286－2111（内2825）   099－286－5568   

沖縄県  福祉保健部福祉・援護課   098－866－2177   098－866－2758   
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（参考資料6）  

都道府県福祉人材センター一覧（平成21年12月1日現在）  

北海道  北海道福祉人材センター   〒060－0002  札幌市中央区北2条西ト1道立社会福祉総合センター内   011－272－6662   

青森  青森県福祉人材センター   〒030－0822  青森市中央3－20－30 県民福祉プラザ2F   017－777－0012   

岩手  岩手県福祉人材センター   〒020－0831  岩手県盛岡市三本柳8－1－3 ふれあいランド岩手内   O19－637－4522   

宮城  宮城県福祉人材センター   〒980－0014  仙台市青葉区本町3－7－4 宮城県社会福祉会館1F   022－262－9777   

秋田  秋田県福祉保健人材センター  〒010－0922  秋田市旭北栄町卜5 秋田県社会福祉会館内   018－864－2880   

山形  山形県福祉人材センター   〒990－0021  山形市小白川町2－3－30 山形県小白川庁舎内   023－633－7739   

福島  福島県福祉人材センター   〒960－814l  福島市渡利字七社宮111福島県総合社会福祉センター内   024－521－5662   

茨城  茨城県福祉人材センター   〒310－8586  水戸市干波町1918 茨城県総合福祉会館内   029－244－3727   

栃木  栃木県福祉人材・研修センター  〒320－8508  宇都宮市若草ト10－6 とちぎ福祉プラザ内   028－643－5622   

群馬  群馬県福祉マンパワーセンター  〒371－8525  前橋市新前橋町13－12 群馬県社会福祉総合センター6F   027－255－6600   

埼玉  埼玉県福祉研修・人材センター  〒330－8529  さいたま市針ケ谷4－2－65 彩の国すこやかプラザIF   048－833－8033   

千葉  千葉県福祉人材・研修センター  〒260－8508  干葉市中央区千葉港4－3 千葉県社会福祉センター内   043－248－1294   

東京  東京都福祉人材センター   〒102－0072  千代田区飯田橋3－10－3 東京しごとセンター7F   03－521トー2860   

神奈川  かながわ福祉人材研修センター  〒22卜0835  横浜市神奈川区鶴屋町2－24－2 かながわ県民センター内   045－312－1121   

新潟  新潟県福祉人材センター   〒950－8575  新潟市上所2－2－2 新潟ユニゾンプラザ3F   025－28ト5523   

富山  冨山県健康・福祉人材センター  〒930－0094  富山市安住町5－21冨山県総合福祉会館（サンシップとやま）2F   076－432－6156   

石川  石川県福祉人材センター   〒920－0964  金沢市本多町3－卜10 石川県社会福祉会館2F   076－234－1151   

福井  福井県福祉人材センター   〒910－8516  福井市光腸2－3－22 福井県社会福祉センター内   0776－2ト・2294   

山梨  山梨県福祉人材センター   〒400－0005  甲府市北新l－2－12 山梨県福祉プラザ4F   055－254－8654   

長野  長野県福祉人材研修センター  〒380－0928  長野市若里つトト7 長野県社会福祉総合センター4F   026－226－7330   

岐阜  岐阜県福祉人材総合対策センタ  〒500－8385  岐阜市下奈良2－2－1岐阜県福祉・農業会館内6F   058－276－2510   

静岡  静岡県社会福祉人材センター  〒420－0856  静岡市駿府町ト70 静岡県総合社会福祉会館内   054－271－2＝0   

愛知  愛知県福祉人材センター   〒460－0002  名古屋市中区丸の内2－4－7 愛知県社会福祉会館内   052－223－0408   

三重  三重県福祉人材センター   〒514－8552  三重県津市桜橋2－131三重県社会福祉会館4F   059－224－1082   

滋賀  滋賀県福祉人材■研修センター  〒525欄0072  草津市笠山7丁目8－138 滋賀県立長寿社会福祉センター内   077－567－3925   

京都  京都府福祉人材・研修センター  〒604－0874  京都市中京区竹屋町道烏丸東入る清水町375 ハートピア京都5F   075－252－6297   

大阪  大阪府福祉人材センター   〒542－0065  大阪市中央区中寺トト54 大阪社会福祉指導センター内   06－6762－9020   

兵庫  兵庫県福祉人材センター   〒651－0062  神戸市中央区坂口通2一卜18 兵庫県福祉センター内1F   078－271－3881   

奈良  奈良県福祉人材センター   〒634－0061  橿原市大久保町320－11奈良県社会福祉総合センター内   0744－29－O160   

和歌山  和歌山県福祉保健研修人材セン  〒640－8545  和歌山市手平2－ト2 県民交流プラザ和歌山ビッグ愛6F   073－435－5211   

鳥取  鳥取県福祉人材センター   〒689－0201  鳥取市伏野1729－5 鳥取県立福祉人材研修センター   0857－59－6336   

島根  島根県福祉人材センター   〒690－0011  松江市来津田町174卜3 いきいきプラザ島根5F   0852－32－5957   

岡山  岡山県福祉人材センター   〒700－0807  岡山市南方2－13－1岡山県総合福祉・ボランティア・NPO会館内   086－226－3507   

広島  広島県社会福祉人材育成センタ  〒732－0816  広島市南区比治山本町ほ－2 広島県社会福祉会館内   082－256－4848   

山口  山口県福祉人材・研修センター  〒753－0072  山口市大手町9－6 ゆ～あいプラザ山口県社会福祉会館内   083－922－6200   

徳島  徳島県福祉人材センター   〒770－0943  徳島市中昭和町卜2 徳島県立総合福祉センター3F   088－625－2040   

香Jtl  香川県福祉人材センター   〒760－0017  高松市番町1－10－35 香川県社会福祉総合センター4F   087－833－0250   

愛媛  愛嬢県福祉人材センター   〒790－8553  松山市持田町3－8－15 愛媛県総合社会福祉会館内   089－92卜5344   

高知  高知県福祉人材センター   〒780－856了  高知市朝倉戊375－1高知県立ふくし交流プラザ   088－844－3511   

福岡  福岡県福祉人材センター   〒816－0804  春日市原町3一卜7クローバープラザ2F   092－584－3310   

佐賀  佐賀県福祉人材・研修センター  〒840－0021  佐賀市鬼丸町7－18 佐賀県社会福祉会館内   0952－28－3406   

長崎  長崎県福祉人材研修センター  〒852－8555  長崎市茂里町3－24 長崎県総合福祉センター内   095－846－8656   

熊本  熊本県福祉人材・研修センター  〒860－0842  熊本市南千反畑町3－7 熊本総合福祉センター内   096－322－8077   

大分  大分県福祉人材センター   〒870－O161  大分市明野東3－4－1大分県社会福祉介護研修センター内   097－552一丁000   

宮崎  宮崎県福祉人材センター   〒880－8515  宮崎市原町2－22 宮崎県福祉総合センター人材研修館内   0985－32－9740   

鹿児島  鹿児島県福祉人材・研修センター  〒890－8517  鹿児島市鴨池新町卜7 鹿児島県社会福祉センター内   099－258－7888   

沖縄  沖縄県福祉人材研修センター  〒903－8603  那覇市首里石嶺町4－373－1沖縄県総合福祉センター東棟3F   098－882－5703   
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福祉人材バンク一覧（平成21年12月1日現在）  

北海道  函館市福祉人材バンク   〒040－0063  函館市若松町33－6 函館市総合福祉センター   0138－23－8546  

旭川市福祉人材バンク   〒070－0035  旭川市5条通4丁目 旭川市ときわ市民ホール1F   0166－23－0138  

釧路市福祉人材バンク   〒085－0011  釧路市旭町12－3 釧路市総合福祉センター   0154－24－168t；  

帯広市福祉人材バンク   〒080－0847  帯広市公園東町3－9－1帯広市グリーンプラザ   0155－27－2525  

北見市福祉人材／くンク   〒090－0065  北見市寿町3－4－1北見市総合福祉会館1F   0157－22－8046  

苫小牧市福祉人材バンク   〒053－0021  苫小牧市若草町3－3－8 苫小牧市民活動センター1F   0144－32－7111   

青森  弘前福祉人材バンク   〒036－8063  弘前市宮園2－8－1   0り2－36－1830  

八戸福祉人材バンク   〒039－1166  八戸市根城8－8－115   0178－47－2940   

群馬  高崎市福祉人材バンク   〒370－0045  高崎市東町80－1高崎市労使会館1F   027－324－2761  

太田市福祉人材バンク   〒373－8718  太田市浜町2－35 太田市役所2F   0276－48－9599   

神奈川  川崎市福祉人材バンク   〒211－0053  川崎市中原区上小田中6－22－5川崎市総合福祉センター5階   044－739－8726   

福井  嶺南福祉人材バンク   〒914－0047  敦賀市東洋町4－1敦賀市福祉総合センター「あいあいプラザ」内   0770－22－3133   

静岡  浜松市福祉人材バンク   〒432－8035  浜松市成子町140－8 浜松市福祉交流センター   053－458－9205  

静岡県福祉人材センター東部支月  〒410－0801  沼津市大手町トト3 静岡県東部地域交流プラザ（パレット）2F   055－952－2942   

愛知  豊橋市福祉人材バンク   〒440－0055  豊橋市前畑町115新総合福祉センターあいトピア   0532－52－1111  

小牧市福祉人材バンク   〒485－0041  小牧市小牧5－407   0568－77－0123   

兵庫  姫路市福祉人材バンク   〒670－0955  姫路市安田3－1   0792－84－9988   

和歌山  紀南福祉人材バンク   〒646－0031  田辺市湊＝‖9－8 田辺市民総合センター内   0739－26－4918   

島根  島根県福祉人材センター石見分  〒697－001＄  浜田市野原町1826－1いわみ－る2F   0855－24－9340   

高知  安芸福祉人材バンク   〒784－0007  安芸市寿町2－8   0887－34－3540  

幡多福祉人材バンク   〒787－0012  四万十市石山五月町8－3   0880－35－5514   

福岡  北九州市福祉人材バンク   〒804－0067  北九州市戸畑区汐井町卜6 ウェルとばた8F   093－881－0901  

筑後地区福祉人材バンク   〒830－0027  久留米市長門石町トト34 総合福祉センター内   0942－34－3035  

筑豊地区福祉人材バンク   〒820－0011  飯塚市大字柏の森956－4   0948－23－2210  

京築地区福祉人材バンク   〒824－00＄3  行橋市大字中津熊501ウィズゆくはし内   0930－23－8495   

長崎  佐世保福祉人材バンク   〒857－0028  佐世保市八幡町6－1佐世保市社会福祉協議会内   0956－23－31丁4   

大分  日田市福祉人材バンク   〒88「卜0003  日田市上城内町卜8 日田市総合保健福祉センター3F   0973－24一丁590   

沖縄  名護市福祉人材バンク   〒905－0014  名護市港2－1－1名護市民会館内福祉センター   0980－53－4142   
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（参考資料7）  

都道府県福祉人材センターにおけるハローワーク（HW）  
との連携状況  

有り   無し   

HWとの連携による共催事業の   
21年度   83．0％   17．0％   

実施   
2p年度   74．5％   25．5％   

福祉人材センターが行う都道府  21年度   72．3％   27．7％  

県運営委員会へのHW担当者の  

出席  20年度   76．6％   23．4％   

福祉人材センター等各種施策の   
21年度   93．6％   6．4％   

HWへの周知・広報の依頼   
20年度   93．6％   6．4％   

HWから各種施策の周知・広報   
21年度   72．3％   27．7％   

の依頼   
20年度   55．3％   44．7％   

21年度   44．7％   55．3％  

HWへの労働市場情報の提供  

20年度   38．3％   61．7％  

21年度   31．9％   68．1％  

HWへの求職者情報の提供  

20年度   31．9％   68．1％   

21年度   74．5％   25．5％  

HWへの求人情報の閲覧、提供  

20年度   83．0％   17．0％   

21年度   44．7％   55．3％  

HWからの労働市場情報の提供  

20年度   53．2％   46．8％   

21年度   21．3％   78．7％  

HWからの求職者情報の提供  

20年度   17．0％   83．0％   

HWからの求人情報の閲覧、提   
21年度   72．3％   27．7％   

供   
20年度   70．2％   29．8％   

HWの福祉人材確保対策担当者   
21年度   80．9％   19．1％   

連絡会議への参加状況   
20年度   66．0％   34．0％   

HW主催「介護就職デイ」への  

参加、協力   
21年度   63．8％   36．2％   

※平成21年度データ：平成22年1月調べ   

ー71－   




